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１ 対象者と関係機関 

（１） 対象者 
ア 本市が措置診察を実施し、措置入院となり支援同意が得られた者。なお、当該診察の結果、 
医療保護入院等 入院者      必要 応  対象    ただし、緊急措置入院のみで 
退院した者を除く。 

イ 他自治体（県内外）が入院措置 行  者のうち、本市に帰住予定で支援同意が得られた
者。 

（２） 関係機関とその役割 
ア こころの健康センター精神保健福祉室（以下「精神保健福祉室」という。） 
a  措置入院決定 解除 関  業務 行  
b  措置入院中  関係機関 連携  調整 行  
c  本人及び家族等 医療機関等 対  退院後支援 関  説明を行  
d  支援に関する基礎情報や地域の関係機関の支援に関する情報を集約する。 
e  個別ケース検討会議を開催し、退院後支援計画（様式 1） 作成       進行管
理 連絡調整 行  
f  退院後支援計画 基  支援 行  
g 入院先病院との調整 情報共有 行  権利擁護 視点  適切 支援 行     
かを把握する。 

【措置自治体と退院後の帰住先 異  場合】 
＜新潟市から転出する場合＞ 
(a) 本人の同意を得た上で、転出先自治体の担当部署と情報を共有するとともに退院後支援
計画 共同作成 依頼 行  
(b) 本人には転出先自治体の担当部署を案内する。 

＜新潟市に転入する場合＞ 
転入前自治体と情報共有 行  退院後支援計画を共同作成する。 

【国ガイドラインに基づく退院後支援を未実施自治体の場合】 
(a) 帰住先が市外の場合、本市で退院後支援計画を作成し、帰住先自治体に通知する。 
(b) 本市 帰住  場合 本市 医療機関等 連携  退院後支援計画 作成   

イ 庁内関係機関 
a  必要に応じ、個別ケース検討会議に参加し、退院後支援計画 作成 協力   
b  必要に応じ、退院後支援計画 基  支援 終了後、精神保健福祉室と連携して精神
保健福祉相談事業を実施する。 
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ウ こころの健康センターグループ制 
精神保健福祉室、庁内関係機関及び地域援助事業者 対   専門的 立場  積極的
 技術指導及 技術援助 行  

エ 入院先病院 
a  措置入院者等に対する治療 行  
b  窓口となる退院後生活環境相談担当者（以下「担当者」という。）を選任する。 
c  多職種による退院後支援のニーズに関するアセスメント（以下「ニーズアセスメント」という。）
を実施する。（様式２-１．２-２） 
d  退院後支援に関する計画に係る意見書（様式３）を精神保健福祉室に提出する。 
e  個別ケース検討会議に参加し、退院後支援計画 作成 協力   

オ 通院先医療機関 
a  必要に応じ、個別ケース検討会議に参加する。 
b  入院先病院  医療情報 引 継  在宅  継続的 医療を提供する。 

カ 地域援助事業者 
a  退院後 生活支援      行    本市 医療機関等と連携する。 
b  入院中から個別ケース検討会議に参加し、外出の機会等 利用  顔合  等 行  
c  退院後支援計画 基   支援 行  

【地域援助事業者 例】 
相談支援事業所、障がい福祉サービス事業所、基幹相談支援センター、地域包括支援 
センター、訪問看護ステーション等 

２ 支援同意 

支援の開始にあたって  支援内容   必要性    丁寧 説明  本人 理解   退院後
支援同意書（様式４）により同意を得ることを原則とする。ただし、本人が同意した後であっても、その
同意を撤回することができるものとする。 
本人から同意が得られない場合、または同意撤回の意向が示された場合には、その意向を十分に聞

 取  受入可能 支援方法 検討    可能 限   理解 得      努   
    対応 行    計画に基づく支援の実施について本人から同意が得られない場合、または同

意が撤回された場合には、退院後の相談先（様式 5）により本人に相談先を案内し、精神保健福祉
室、庁内関係機関等の職員が、本人や家族から求めがあった場合に相談に応じる、法第４７条に基
づく相談支援の範囲内で必要な支援 行  
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３ 支援期間 

退院後支援計画 基  行   支援期間については、個別ケース検討会議 意見 踏   
個々の状況、状態に合わせて決めることとし、退院後６ヶ月以内を基本として設定する。 
具体的な支援期間については、本人の意向や病状、支援ニーズ、退院後の生活環境等を踏まえて

適切 設定  不要 長 期間           留意   
支援期間 延長  場合  当初 支援期間 満了  前  個別ケース検討会議を開催し、延

長 必要性について検討する 延長 原則１回（最長６ 月）とする。 

４ 支援の実際 

（１）入院後の対応 
   ア 精神保健福祉室 

a  入院先病院の担当者に速やかに連絡を入れ、精神保健福祉室の計画作成担当者を伝え、
本人の病状及び病院の支援方針等の情報を収集する。 
b  家族と連絡をとり、入院に至る経緯、家族の状況等を再確認し、必要に応じて家族を支援
につなげる。 
c  本人が面会可能になったことを確認した上で、原則入院先病院に出向き、主治医や担当者
  病状 治療方針 今後 見通 等 確認  退院後支援同意書（様式4）により本人
の同意を得たうえで、退院に向けた支援ニーズを把握するとともに関係の構築を開始する。 
d  個別ケース検討会議の準備 行  
(a) 面接等で得られた情報をもとに必要な     検討  関係機関  協力 依頼 
る。 

(b) 個別ケース検討会議 参加者 選定 行  
      (c) 退院後、市外自治体に帰住するケースの場合は、帰住先の自治体に情報提供し、退

院後支援計画 共同作成 依頼 行  
e  庁内関係機関及びその他の関係機関と情報 共有及 役割分担 行  

イ 庁内関係機関 
精神保健福祉室  受  情報 共有 現時点 支援 見通  確認   

ウ 入院先病院 
a  本人及び家族その他の支援者からの相談に応じる。 
b  本人 病状 見   、ニーズアセスメントを行  退院後支援計画 関  意見書（様
式３）と直近のニーズアセスメントの結果（様式２-１、２-２）を精神保健福祉室に提出
する。 
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（２）個別ケース検討会議の実施 
ア 目 的 退院後支援計画の作成や、支援実施 係 役割分担 行  
イ 主 催 精神保健福祉室 
ウ 場 所 原則として入院先病院とする。 
エ 参加者 本人、家族、入院先病院（主治医、担当者等） 退院後 通院先医療機関 

地域援助事業者等、帰住先自治体職員、庁内関係機関職員、精神保健福祉室
職員 等      ※ただし、全員の参加が必須ではない。

オ 確認及び協議内容 
a  入院に至った経緯の振り返り 
b  治療経過 

  c  ニーズアセスメントの結果 
  d  今後 治療計画（病状 悪化  場合 対処方針 含 ）
  e  退院後の生活 関  本人 希望及 家族  他 支援者 意見

     ｆ  退院後の生活に関する課題（支援ニーズ）、目標、支援体制（支援内容、担当機関、 
担当者、連絡先等） 
g  計画に基づく支援期間 

【個別ケース検討会議実施 留意点】 
      (a)病状 落 着  時点 本人 了解 得  速   行    望    

(b)入院初期 情報     治療状況 把握    医療機関 連携  退院後 生活 
向けた環境調整を開始する。 

      (c)想定される障がい福祉    等 導入 向  地域 関係機関 協力 求      
地域生活 支 見守 支援関係者のネットワークを本人ごとに設定する。 

      (d)精神保健福祉室が担う役割や支援の計画について検討する。 

（３）退院後支援計画の決定と交付、支援関係者への通知 
   精神保健福祉室は、作成した退院後支援計画を決定し、速やかに本人に交付するとともに、支援 
関係者に通知する。また、必要に応じて随時個別ケース検討会議を開催し、退院後支援計画の 
見直  再作成 決定 交付及 通知 行 。 

（４）退院に向けた準備 
ア 精神保健福祉室 
a  必要に応じて、居住地への同行等 訪問 行  実際 生活面    情報把握    
メントの実施、入院  地域生活  円滑 移行 向   社会資源 見学同行等 行  
b  医療等 支援 中断 病状 悪化  場合 対応（様式１） 本人の希望に十分配慮
し確認しておく。 
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イ 入院先病院 
a  本人の退院後の帰住先 入院前 居住地  変更      把握  場合  速やかに
精神保健福祉室に連絡する。 
b  住所不定 措置入院者等 退院後 居住地 関    精神保健福祉室及び庁内関
係機関と連携して本人が居住地を確定するための援助 行  
c  退院 見通  立      速   精神保健福祉室に連絡する。 

（５）退院後の支援 
退院後支援 目標  治療 継続 再発予防 安定  生活 継続      支援 ることで
ある。退院後は退院後支援計画に基づき支援を提供し、本人や家族に対して、電話、訪問、来所
等   継続  支援 行  

ア 精神保健福祉室 
a  退院後支援計画に基づき、定められた時期に個別ケース検討会議を開催する。 
b  本人 家族 支援 状況 変化   計画 見直 必要       随時個別支援ケー
ス検討会議を開催し退院後支援計画 見直  
c  退院後支援計画に基づいた支援期間の終了時期について検討する。 
d  退院後、必要に応じ訪問等により、通院や服薬状況、支援の受け入れ状況について確認
する。 
e  通院 服薬 中断    場合 通院先医療機関 連携 受診勧奨 行  
f  退院後支援計画に基づいた支援が提供されているか、その支援を本人が受入れているかを
把握する。 
g  本人の状況に変化があった場合は、連絡を入れるよう他の支援関係者や家族に働きかけて
おく。 

【退院後の支援中に市外に転出する場合の対応】 
切 目  支援 受     うにするため、本人に対し、事前に情報提供の意義と提供さ

れる情報の内容、情報提供の範囲等について十分に説明し、転出先自治体に退院後支援
計画の内容等を通知する。（様式 1、様式６）
また、転出先自治体からの求めに応じ、退院後の支援に必要な情報を提供する。 

【退院後の支援中に市外から転入する場合の対応】 
改めて退院後支援同意書（様式４）を得た上で、個別ケース検討会議を開催し、既存の

退院後支援計画 確認 見直  行  新たな退院後支援計画を作成・交付し、退院後支
援計画 基   支援 行  

イ 庁内関係機関 
a  退院後支援計画に基づき、連携を図りつつ支援する。 
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b  本人 意向 変化   計画 変更 検討  必要   場合 速   精神保健福祉
室に情報提供する。 

ウ 通院先医療機関 
a  入院先病院  医療情報 引 継  在宅  医療 継続 支援   
b 本人 意向 変化   計画 変更 検討  必要   場合 速   精神保健福祉
室に情報提供する。 

エ 地域援助事業者 
a  退院後支援計画に基づき支援 行  本人、家族の生活状況、サービスの提供状況等を
確認する。 
b 本人 意向 変化   計画 変更 検討する必要がある場合は速やかに精神保健福祉
室に情報提供する。 

５ 計画 基  支援 終了

退院後支援計画 記載   支援期間 満了  場合  原則   支援 終了  。 
支援終了 決定  精神保健福祉室  本人及 家族  他 支援者等 意見 確認  上 

行  この際、精神保健福祉室は、必要に応じた個別ケース検討会議の開催、各支援関係者との個
別協議等により、退院後支援計画 基  支援終了後  本人 治療 継続 再発予防 安定  
生活が継続できるよう関係機関の連携による必要な支援等について確認しておくことが望ましい。 
  また、計画に記載された支援期間が経過する前であっても、以下の場合は、退院後支援計画に基 
  支援 終了    
ア 本人 地域生活  円滑 移行    支援 実際 機能        場合
イ 本人の病状や支援ニーズ等から地域生活の維持に当たって退院後支援計画に基づく支援の
必要性がないと認められる場合 

ウ 再び措置入院となった場合 
エ 医療観察制度の対象となった場合 

６ その他 

このマニュアル  平成３０年８月１日から適用する。 
このマニュアルに基づく支援は、平成３０年８月１日以降 支援同意が得られた者を対象とする。 

法改正があった場合など、必要に応じてマニュアル 見直  行  支援体制 検証 行       
なお、支援における個人情報の取り扱いについては、新潟市個人情報保護条例 基   適切 管

理  目的外 使用         


